
喜ぶのは1日だけ
私は、社長就任以来、創業者の墓前で毎年の経営成果
を欠かさず報告しています。11回目となる今年は、創業
来初となる時価総額と株価、連結純利益の総合商社
「三冠」の達成を報告しました。
　2020年6月、当社は時価総額と株価で商社セクター
のトップに躍り出た後、その座を一度も譲ることなく

2020年度末を迎えました。連結純利益についても、期
初計画を確実にクリアすると共に、非資源分野を中心と
した強固な収益基盤を武器に、まさに「真っ向勝負」を
挑んで5年ぶりに総合商社No.1の座を奪還しました。
資源ブームが終焉した2015年度以降の連結純利益の
累計額で見てもNo.1、その間、一度も赤字に転落して
いないのも当社だけです。
　これまで財閥系大手商社に挑み続け、常に退けられ
る歴史を歩んできましたが、耐え忍びながら当社の礎を
築き上げてこられた諸先輩方からも、「三冠」に多くの喜

びの声をいただきました。厳しい経営環境に対峙し、歯
を食いしばって頑張ってくれた当社の社員と伊藤忠グ
ループの仲間には、心から敬意を表したいと思います。
　しかし、喜びを分かち合うのは、「三冠」達成が確定し
た1日だけです。私が毎年、墓参りを欠かさない理由は、

ブレることなく、「稼ぐ、削る、防ぐ」を徹底し、 
「マーケットイン」の発想への転換を加速することで、 
時代の変化を捉え、大きな商機に変えていきます。

2020年度は、コロナ禍での難しい経営の舵取りとなりましたが、 
当社初となる時価総額、株価、連結純利益の総合商社「三冠」を達成することができました。 

2021年度は、過信・慢心を厳に戒めながら、新たな中期経営計画「Brand-new Deal 2023」で 

掲げた目標を一つひとつ着実に達成し、更なる高みを目指していきます。
（  Page 56 中期経営計画「Brand-new Deal 2023」）
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いかに業界での地位が高まろうとも自らを律し、「商人」
としての自覚を忘れないためでもあります。米国の実業家
で経営学者でもあるクレイトン・クリステンセンは、その

著書「イノベーションのジレンマ」の中で、「一時的に成功
したことが皮肉にもその後の衰退を招く契機になる」こと
を指摘しています。まさに肝に銘じなければなりません。

同じ轍は踏まない
私がこれほどに自戒の念を込めるのは、当社には過去、
「過信・慢心」と「失敗」を繰り返した歴史があるからで
す。総合化に向け、非繊維部門の急激な拡大を模索し
実行した1966年以降の東亜石油㈱への投資が、巨額
の損失計上に至ったことは昨年お話させていただきまし
たが、この話には続きがあります。1980年代には、売上
高上位3位の商社までが国際入札資格に参加できると
いう慣例があり、総合商社は激しい売上高競争を行っ
ていました。東亜石油問題が完全解決した翌年の

1986年度には、当社の売上高が商社トップの規模にま
で拡大しましたが、その後も闇雲に売上高トップを維持
しようとした結果、それまでの着実な商売のやり方から

逸脱し、バブル経済の中で不動産の積み増しや特金・
ファントラにのめり込んでいきました。
　東亜石油問題の失敗を教訓にしたはずの当社は、図ら
ずもNo.1になったことで、再び過ちを繰り返してしまいま
した。それはまた、1990年代後半から2000年代にかけ
ての巨額損失処理という形で将来にツケを回し、この時
に生まれた財閥系大手商社との財務体質の差が、2000

年代初めの資源ブームにおいて、当社が後れを取る結果
に繋がったのです。総合商社が業績の良い時に打ち出す
計画や成長戦略は、身の丈を超えた内容となりがちです。
従って、「三冠」達成後は、これまで以上に過信・慢心を
厳しく戒めねばならないと、胸に刻んでいるところです。

「商人」としての基本姿勢
最近、しばしば、「三冠達成後の次のビジョンは」という
ご質問や、「これまでと違う新たなステージを切り拓い
てはどうか」といったご意見をいただくことがありますが、
「三冠」を取ったからといって、これまでのビジネスのや
り方や目指すべき方向性を変えることはありません。
　日本人として初めてマスターズの優勝を成し遂げた松
山英樹プロに、仮に「マスターズ優勝の次は何を目指す
のか」と問えば、これまでの延長線上で、「メジャー2勝
目や世界ランキング1位」といった目標を答え、地道に
練習を積み重ねていくのではないかと思います。野球に
例えるならば、着実に塁打を重ねて得点してきた当社
が、急にホームランを狙って大振りするとフォームが崩
れてしまいます。今年の阪神の躍進、中でもスラッガー
として将来が嘱望されている佐藤輝明選手の活躍に、
ファンとして目を細めていますが、その期待の佐藤選手
も1試合3本塁打という快挙を達成した後、調子を落と

し、1試合5連続三振という不名誉なプロ野球記録に
並んでしまいました。当社も、決して無理な背伸びをせ
ずに、コツコツと着実に利益を積み重ねていく、「商人」
としての基本姿勢を常に大事にせねばなりません。
　「Brand-new Deal 2023」（2021～2023年度）では、
中計期間中に連結純利益6,000億円の達成を目指すこ
とを打ち出しました。新型コロナウイルスのワクチン 

接種が世界各地で進み、経済活動も徐々に正常化しつ
つありますが、現時点で「新常態」の経営環境を正確に
見通すことは極めて困難であり、商品市況や為替の 

動向、長期化する米中貿易摩擦等にもこれまで以上に
注視する必要があります。従って、常に客観的かつ保守
的な視点で経営環境を捉え、商いの基本である「稼ぐ、
削る、防ぐ」のうち、特に「削る」と「防ぐ」に軸足を置き、
「低重心経営」を継続していく考えです。

「利は川下にあり」
近年のAI・IoTといった急速なデジタル技術の進展に伴
い、例えば自動車メーカーは、コネクテッドカーやEV、自
動運転等の技術を開発したり、空飛ぶクルマの実用化を
目指したりと、これまでとは全く異なる次元の技術・製品
開発を本格化しています。そうしたメーカーが、新製品
のシェアを確保するには、巨額の設備投資や研究開発費
が必要となりますが、多角化等で事業領域が拡大しすぎ
ると投資が中途半端になるため、時に「選択と集中」で分
野を絞り、投資効率を高めていかないと生き残れません。
　一方で、そうした時に世の中を一気に変える画期的な
技術や製品を創ることができるメーカーとは異なり、従
来のトレードから進化して、例えば、マーケティングや物
流等において、培ってきた機能やノウハウを組み合わせ、
付加価値を高めて存在感を示していくのが、総合商社で
す。すなわち、世の中の「流れ」に合わせて、絶えず形を
変えていく存在であるため、特定の分野に絞るのではな

く、逆に広範囲にアンテナを張り各産業における「知見」
を蓄積すると共に、臨機応変に組織や資金の配分を変え
ていくことが、極めて重要です。このような総合商社のビ
ジネスモデルが、将来においても優位性を発揮できるこ
とは、創業以来、幾度となく時代の荒波を乗り越え、今
なお、収益を拡大し続ける当社の実績が物語っています。
　メーカーや流通等の供給者サイドから消費者に主導
権が移行し、消費者接点のビジネスにおける「データ」
の重要性が高まっている現在、商流は明らかに過去と
は逆向きになっており、まさに「利は川下にあり」と言え
る状況です。今後、総合商社が形を変えていく中で、商
流の川下をいかに押さえるかが課題となりますが、既に
非資源分野、特に生活消費関連で強みを持つ当社は、
既存のビジネスモデルを磨き上げ、より優位性を発揮し
ていくことで、商流全体の「イニシアチブ」を取っていく
考えです。

浸透するまで繰り返す 「̶マーケットイン」
当社が今後、川下で優位性を発揮し続けていくために
は、「マーケットイン」の発想に転換・立脚し、既存ビジ
ネスを変革・バージョンアップしていくことが、一番重要
になります。昨今の脱炭素化等の社会要請の高まりを
受け、大きく変化する消費者ニーズを確実に捉え、更な
る商機の拡大を図っていく上でも、「マーケットイン」の
発想が必要であることは言うまでもありません。 
（  Page 58 「マーケットイン」による事業変革）
　当社を含む総合商社は、これまで取扱商品毎の縦割
り組織の中で、「いかにして自分の取扱商品を売るか」と
いう「プロダクトアウト」の発想でビジネスを行ってきま
した。現在は、蓄積した消費者接点の「データ」を活用
した消費者ニーズの分析がより重要になっており、そう
した発想は、もはや「川下」中心の新たな商流には合わ
なくなってきています。長年染みついた意識を変えるの
は容易なことではありませんが、私は、近年この「マー
ケットイン」という言葉を、トップのメッセージとして何
度も何度も繰り返し、自ら発信しています。「稼ぐ、削る、

防ぐ」を社内の共通言語にしたように、この大事な発想
への転換が社員にしっかりと根付くまで、具体例を示し
ながら、続けていくつもりです。それはまた、人材を育成
し将来に向けて更なるビジネス拡大を目指す、経営者の
重要な責務の一つであるとも考えています。
　当社戦略の最重要拠点と位置付けるファミリーマー
トにおいても、この「マーケットイン」の発想がキーワー
ドになります。コンビニエンスストアは、機動力を活かし
ながら小売業界の中で最も進化してきた業態ですが、
人々の生活スタイルに応じた機能を追求していけば、 
更に進化できると考えています。例えば、「昨年は外出
を極力控えスーパーで買い溜めしていたが、現在は気分
転換や運動も兼ね、近くのコンビニで必要なものを 

適量、買っている」という消費者の話を聞き、すぐに、そ
うした「変化」に合わせた品揃えへの変更を指示しまし
た。「マーケットイン」に難しい理論は無用です。ただ、
お客様の目線に立って、「いかにすればお客様が満足す
るか」を真剣に考えれば良いのです。「商品縦割り」を 
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打破すべく新設された「第８カンパニー」も、「マーケッ
トイン」の発想に立脚し、横串機能を着実に高めるべく、
デジタル・サイネージや人型AI、データ活用といった新
たな企画を提案・実践することで、ファミリーマートの
収益力の改善に貢献しています。
　今般、新たに就任した石井社長COOは、こうした
「マーケットイン」の視点を兼ね備え、的確な「目利きと

対応」ができる人物です。当社経営の「執行」を司る適
任者として、指名委員会からも推奨していただきました。
これまでも蓄電池や再生可能エネルギーの環境ビジネ
スを開拓する等、消費者ニーズを捉えて新たな商売を
創ってきた手腕や高い推進力に期待しています。
（  Page 82 社外取締役による座談会）

欧州で生まれた危機感
ちょうど3年ほど前に、欧州出張に行った時の話です。ミ
ラノのホテルに到着後、歯を磨こうとしたところ、備えてあ
ると思った歯ブラシがありません。フロントに電話すると、
希望者にのみ提供しているとのことでした。時を同じくし
て、ホテルのテレビでスターバックスがプラスチック製ス
トローをすべて廃止し、紙ストローに替えるとのニュース
を目にしました。その時点で、こうした動きは「環境」に対
する意識が高い欧州等に限定された話であり、同様の意
識を持つ日本の企業や個人は、まだ少数派であったと思
います。しかし私は、この欧州出張で感じた「肌感覚」を
ずっと忘れることができず、2021年度からの新たな中期
経営計画では、かなり踏み込んだ「環境」対応が必要に
なると考え、議論を重ねて準備していました。そして、5月
の「Brand-new Deal 2023」の公表を待つことなく、今
年の正月休み明けすぐに、業界に先駆けて、「環境」こと
脱炭素社会に貢献する方針を打ち出しました。
　まず、当社のGHG排出量の大きい保有資産の「削
減」として、従来の「新規の一般炭炭鉱事業の獲得を行
わない」方針から更に踏み込み、「中計期間中の一般炭
権益からの完全撤退」を決定しました。そのスタート
ダッシュとして、4月に一般炭権益の8割を占めるコロン
ビアDrummond権益の売却を完了しましたが、当社の
「本気度」と「信頼度」をお示しできたと思います。
（  Page 64 脱炭素社会を見据えた事業拡大）
　更に、当社グループが強みとする「非資源分野」には、
世の中のGHG排出量の「削減貢献」に直結し、早期に
収益化できる「商売の芽」が数多く存在しますので、ス
ピード感を持って推進していく考えです。その筆頭であ
る蓄電池関連事業は、バリューチェーンの更なる拡大と

将来的な利益貢献が確実に計算できるビジネスです。
　また、世間の注目を浴びる大豆ミートについても同様
です。低脂質・高タンパク質である大豆ミートは、牛肉
等と比較して生産時の水使用量やGHG排出量の大幅
な削減が可能となり、将来の食糧問題にも寄与できる
スーパーフードです。既に多くの外食産業が加工品とし
て提供を開始しておりますが、当社グループの不二製油
㈱は、大豆ミート素材（粒状大豆たん白）の国内シェア
約50%を誇る企業であり、今後の需要拡大が見込めま
す。更に、当社がフィンランドの森林業大手のメッツァ・
グループと設立した合弁工場では、パルプ用に使用でき
ない木材から「セルロースファイバー」を製造しています
が、例えば、グッチやバレンシアガを傘下に持つケリング
グループや、バーバリー、ザラ等の「環境」対応に積極的
な欧米有名ブランドが、環境負荷の低い再生可能な天
然素材として注目しており、相当数の引き合いが来てい
る状況です。当社グループの総合力と知見を結集し、社
会要請でもある環境負荷の低い製品や素材に置き換え
ていく流れを、強く後押ししていきたいと考えています。

「三方よし資本主義」
これまでは、企業は株主のものとする「株主」資本主義
が一般的でしたが、近年は、株主のみならず、社会、顧
客、社員等にまでその対象を拡大し、「ステークホル
ダー」資本主義が主流となっています。今回の「Brand-

new Deal 2023」で掲げた「三方よし資本主義」は、
「三方よし」をグループ企業理念として掲げる当社が、す
べてのステークホルダーと同じ方向を向き、長期的に成
果を分かち合っていくという姿勢を分かりやすく示した
ものです。（  Page 44 CAOインタビュー）
　企業が「持続可能」な社会の実現を目指すのであれ
ば、企業自身も「持続可能」であり続けることは当然の
前提であり、「企業経営」を介してそれを実践するのが
経営者です。すべてのステークホルダーの立場を考慮
し、バランスの取れた経営戦略を推進することが重要だ
と思います。
　しかし、それは従前よりも投資家や株主の皆様を軽ん
じるという意味ではありません。当社は、他の総合商社
と比べて役員の持株数が多く、社員の従業員持株会加
入率もほぼ100%に達します。2015年度に累進配当を
掲げて以降、役職員が投資家や株主の皆様と同じ目線
に立ち、継続的な増配を着実に実行してきました。

2020年度に相当数の企業が減配もしくは配当据置と
なったことからも窺える通り、配当性向のみの配当方針
では、ひとたび減益となれば配当実額が減少し、投資家
や株主の皆様のご期待に背く可能性があります。従っ
て、特に現在の不透明な経営環境下では安定性を重視
し、従来通り、累進配当で毎年確実に上げていく方針が
経営者として適切であると考えてはおりますが、市場の
期待に応え、上期決算を踏まえた「2021年度の更なる
増配」と「中計期間中のより高い配当性向方針」につい
て、しかるべき時に公表する予定です。（  Page 36 

CFOインタビュー）
　市場では、異常とも言える資源価格の高騰や第1四
半期決算の高進捗を織り込み、2021年度に6,000億
円を超える利益を期待する声も強くなっています。伊藤
忠商事は、コロナ禍においてもしっかりとコロナ後を見
据え、安定的な非資源分野を中心とする収益基盤をよ
り強固にしていく方針です。そのために、ブレることなく、
「稼ぐ、削る、防ぐ」を徹底し、「マーケットイン」の発想
への転換を加速することで、愚直に進化を続け、「三方
よし資本主義」を地でいく経営を実践していきたいと思
います。
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コロナ禍においても
しっかりとコロナ後を見据え、
安定的な非資源分野を中心とする
収益基盤をより強固にしていく方針です。
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大切にしてきた「現場」と「信用」
このたび社長COOに就任した石井敬太でございます。
　私は、1983年に入社後、化学品部門に配属され、主
に石油化学製品トレードに従事すると共に、北米、タイ
と2回の海外駐在も経験しました。その後は、化学品部
門長、エネルギー・化学品カンパニープレジデントを務
める等、一貫して化学品畑を歩んできました。当社は、
グループ全体の戦略立案を担う会長CEOとその戦略
の実行及び推進を担う社長COOが、各々の役割を分
担する経営体制を採用していますが、鈴木社長COOか
ら引き継いだ、伊藤忠商事の伝統ある164年目の襷を
掛けて走り続ける責務を全うする所存です。
　社長COO就任が決まった後、多くのメディアで、私が
学生時代にラグビーに没頭していた話がよくハイライト
されます。ラグビー選手として伊藤忠商事に入社したわ
けではないので若干戸惑いも感じていますが、とはいえ、
多感な時期に学んだ、仲間との強い「信頼関係」を前提
とする、チームプレーの重要性や一心不乱に一つの勝利
を目指す姿勢、綿密な分析に基づく戦術の共有等が、
私の会社人生における礎となっているのも事実です。
　入社間もない頃、研修の一環として近江商人のビデ
オを視聴する機会がありました。「商人」としての在り方
を描いた内容でしたが、学生時代に培った「信頼関係」

の構築力を更に磨けば、ビジネスの世界でも「信用」さ
れる人になれる、と感じたことを今でもよく覚えていま
す。以来、商売を行う上で「現場」と「信用」の2つの言
葉を大切にしてきました。誰よりも早くお客様のもとに
赴き、ご依頼されたことを最後まできちんとやり遂げる、
そして、築いた「信用」を積み上げていくことが、国籍を
問わず人との繋がりを拡げ、そして商売も拡げることを、
まさに体で覚えてきました。化学品ビジネスの特徴は
様々な業界に幅広く原材料を供給することにあります
が、拡げてきた人との接点は、絶えず変動する市場のト
レンドをいち早く掴むことにも繋がり、かけがえのない財
産となりました。今後、フィールドは全社に拡がります
が、変わらず人との繋がりを大切にしていく考えです。
　これまで私は、困難に直面している案件や組織の立
て直しに携わる機会が多くありましたが、そのたびに自
ら率先垂範することを心掛け、組織を一致団結させるこ
とで、難局を乗り越えてきました。チーム全員で行うブ
レーンストーミングを通じ、市場の先を読み、大きなビ
ジョン達成に向けたマイルストーンを設定し、それぞれ
の役割を決めて、情熱を注ぎ続けることが、新たな商売
にも繋がっています。ここでは、そのようなアプローチで
事業拡大を続けている蓄電池ビジネスについて、少し丁
寧に説明したいと思います。

COO
M E S S A G E

伊藤忠商事の新たな挑戦を現場でリードし、 
164年目の伝統の襷を受け継いだ責務を 

果たしていきます。
これまで通り「現場」と「信用」を大切にし、社会課題解決と収益力拡大の好循環を
生み出すことで、伊藤忠商事全体の持続的な企業価値向上を実現していく考えです。

代表取締役社長COO
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お客様の声から生まれた蓄電池
これまでの蓄電池システムの事業展開は、一部期間的
な重複はありますが、次の5つのステージに分けること
ができます。①蓄電池の開発、②蓄電池へのAI実装、
③VPP構築・蓄電池の拡販、④リユース循環システム
構築、⑤次の展開拡大への布石。
　我々は、これらの各ステージにおいて、チーム全員で、
予想される将来動向や需要、それを踏まえた数年先の
「在り姿」を徹底的に議論しました。そして、そこに到達
するまでのロードマップを区切り、状況の変化に応じて
微修正を加え、スピード感を持って必要なリソースを 

一つずつ丁寧に整備・拡充していきました。
　まず①の「蓄電池の開発」のステージですが、電池部
材売切りビジネスからの脱却を意図し、2010年頃より、
家庭用蓄電池の開発・販売を開始しましたが、初めのう
ちは上手くいきませんでした。転機となったのは「停電
時であっても、すべての家電を賄える蓄電池が欲しい」
といったお客様の声です。市販されている他の蓄電池で
は、停電時に出力が低下してしまうことにより、使用でき
る家電が100Vに限定されてしまいます。そこで、我々は、
他社にはない、停電時でも200Vまでのすべての家電が
使用できる大容量の蓄電池づくりに着手し、その結果、

2017年頃には販売を軌道に乗せることができました。
　②の「蓄電池へのAI実装」のステージは、蓄電池システ
ムの事業展開を語る上で、まさに大きな分岐点となりまし
た。再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）が

2019年以降、順次終了することを見据え、蓄電池にAIを
搭載する必要があると考えていましたが、英国Moixa 

Energy社との資本業務提携により、AIの実装に成功しま
した。これに伴い、電力使用量・発電量の予測や気象情報
等の諸情報の解析、それに基づく蓄電池の最適な充放電
制御等が可能となり、お客様の利便性が飛躍的に向上、
同時に、各家庭の電力使用パターンに関するデータも入手
可能となりました。
　③の「VPP構築・蓄電池の拡販」のステージでは、AI

の実装が更に意味を持つことになります。個々の蓄電池
を繋ぎ束ね、②のAIに蓄積された「データ」を一元的に
情報管理・最適制御することで、近い将来、VPP（Virtual 

Power Plant、仮想発電所）、すなわち、分散型電源プ
ラットフォームの構築が可能です。業界トップクラスとな

る蓄電池の販売台数は2020年度末には4.3万台を突破
し、2023年度目標の8万台に向けて販売を加速していま
すが、個々の蓄電池の販売は、足元の「稼ぎ」に直結する
と同時に、蓄電池の設置数が増えることで、次世代電力
ネットワーク全体の拡充にも貢献するという、目指す将来
の「絵図」に繋がるビジネスモデルになっています。
　④の「リユース循環システム構築」のステージは、②
③と並行して推進してきた蓄電池に使用するリチウムイ
オン電池の話です。実はリチウムイオン電池は化学品の
塊です。電池部材ビジネスを行ってきたノウハウを活か
し、今後は、EV用途の使用済みリチウムイオン電池を蓄
電池等に転用する「リユース」に加え、寿命を迎えた蓄
電池からニッケルやリチウムといった希少金属等の部材
を回収し、原料・電池部材チェーンに戻し入れる「リサ
イクル」という、2つのビジネスを推進していく方針です。
そして、リチウムイオン電池の安定確保やコスト競争力
を伴う、真の循環システムの完成を目指す考えです。
　最後に⑤の「次の展開拡大への布石」のステージで
すが、世の中の動向等も踏まえ、我々が数年先の「在り
姿」として考える事業展開の実現に向けた取組みを着
実に推進しています。
　低コストで高い安全性・リサイクル特性を伴う次世代
リチウムイオン電池として期待される半固体電池の開発
企業への出資、ブロックチェーンを活用した電力の個人
間（P2P）取引の実現に向けた実証実験、蓄電池のEV

充電機能や環境価値（ポイント）計測機能の装備、ファ
ミリーマートや小売店舗との接続等、これまでの蓄電池
を起点にして、事業展開をタテにヨコに拡げる布石を着
実に打っています。
　こうした計画的な取組みが奏功し、築き上げてきたビ
ジネスが、新たなビジネスを呼び込むという好循環が生
まれています。電力各社のみならず、住宅、自動車、家電
等の各メーカー、更に通信関連といった業種の垣根を
越える多くの企業が当社の蓄電池システムを中心とする
事業展開に注目しており、既に様々な協業が始まって 

います。（  Page 66 蓄電池を核とする分散型電源 

プラットフォームの構築）

社会課題対応と事業性の両立
「Brand-new Deal 2023」（2021～2023年度）では、 

定性面の基本方針として「マーケットインによる事業変革」
と「SDGsへの貢献・取組強化」の2つを掲げています。
（  Page 56 中期経営計画「Brand-new Deal 2023」）
　これらの方針は、現在の世の中の変化や課題に対し、
当社ビジネスの特性や強みを活かして挑戦していく基本
姿勢を表していますが、この2つはそれぞれ独立した方
針ではなく、相互の関係性が高い方針です。
　3年ほど前、欧州出張から帰国されたばかりの岡藤会
長CEOから、「プラスチックの廃棄問題について何か
やっているのか」と質問されたのを覚えています。その当
時、日本ではまだ関心が低く、既存の製品を売り込むこ
とばかりを考えていた私たちは、その一言をきっかけに、
一気に生分解性プラスチックやリサイクルのビジネスの
可能性を探り始めました。そして、従来リサイクルが困
難とされていたモノを回収し、様々な製品へのリサイク
ルを実現し世間の注目を集める米国のTerraCycle社と
の資本業務提携に代表されるように、プラスチック循環
型ビジネスへの取組みを加速しています。これまで、PET

ボトル事業への参入や、海洋ごみ由来のゴミ袋の開発、
ポリエステルをケミカルリサイクルする技術のライセン
ス契約締結等を実現してきましたが、パートナーを巻き
込みながら、新たなビジネスモデルの創造に挑戦し続け
ています。
　また、今話題の水素・アンモニアといった次世代燃料
ビジネスの取組みも開始していますが、これらのビジネ
スは、今後の法規制改定やインフラ整備が条件となると
共に、時に複数企業との協働が必要となる可能性があ
ります。従い、実用化・収益化までに相当な時間を要す
るため、事業性を慎重に見極めた上で、長い時間軸で
布石を打っていく方針です。この他にも各カンパニーに
おいて、社会課題への対応と事業性を両立させる様々
なビジネス・取組みを模索、実践していますが、前述の

蓄電池システムの事例で示した通り、世の中の動向を踏
まえ、「マーケットイン」の発想に立脚し、計画的にビジ
ネス・取組みを実践していくことが、一番重要なポイン
トになります。私はこれまでの経験を活かし、執行の責
任を負う社長COOとして、各案件に対するきめ細かい
対応を実践し、推進していく所存です。
　「Brand-new Deal 2023」では、2040年までの「オ
フセットゼロ」や2050年までの「実質ゼロ」といった

GHG排出量削減等に関する目標を掲げていますが、い
かに社会要請に適う立派な中長期ビジョンを示したと
しても、将来的な企業自体の存続や成長を担保しなくて
は、企業の責務を果たしているとは言えません。当社は、
収益力向上を担保しつつ、解決すべき社会要請への対
応を着実に実践すると共に、強みである非資源分野の
特性を最大限発揮して、次の連結純利益6,000億円の
ステージに向けた取組みを加速していきます。

持続的な企業価値向上の実現
私が入社した頃、上位の財閥系商社は仰ぎ見る存在で
あり、その大きな差を埋めるために、必死に営業活動を
行っていたことを思い出します。突出した一部のカンパ
ニーや部門の活躍に頼るのではなく、諸先輩方を含む、
これまで各人が地道に商売の基盤を積み上げてきた努
力が、2020年度の総合商社「三冠」達成の形で結実し
たものと思います。
　しかし、2021年度の新たな戦いは既に始まっており、
一瞬の気の緩みが勝敗を分けることにも繋がります。
しっかりと気を引締め、社会課題解決と収益力拡大の
好循環を生み出すことで、伊藤忠商事全体の持続的な
企業価値向上を実現していく考えです。
　ステークホルダーの皆様には、今後とも変わらぬご支
援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

COOメッセージ
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強みである非資源分野の特性を 

最大限発揮して、 
次の連結純利益6,000億円の 

ステージに向けた取組みを 

加速していきます。
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